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・ 実質収支 （Ｐ１） 
一会計年度の決算において、収支が赤字であったか黒字となっ

ているかをみるための指標で、当該年度の歳入決算額から歳出決
算額を差し引いた額から、翌年度へ繰り越すべき財源を控除して
算出 
なお、前年度実質収支と当該年度実質収支の差額が「単年度収

支」である。 

・ 財政健全化法 （Ｐ８） 
地方公共団体の財政破綻を早い段階で防止することを目的に、

平成 19 年に成立した法律。地方公共団体の財政状況を、全会計の
収支の状況、借入金の償還負担の大きさ、将来負担しなければな
らない経費の大きさなどを示す五つの指標（実質赤字比率、連結
実質赤字比率、実質公債費比率、将来負担比率、資金不足比率（公
営企業））により判断し、指標が一定の基準を超えた地方公共団
体は、財政健全化計画等を策定し、早期の健全化に取り組まなけ
ればならない。 

・ 臨時財政対策債 （Ｐ１、３、５、６、９、１１、１８） 
地方交付税の不足を補うために平成 13 年度に創設された赤字

地方債。将来の元利償還額が、地方交付税算定の際の基準財政需
要額に算入されることとなっており、いわば地方交付税の前借り
ともいえるもの 

・ 普通会計 （Ｐ９～２１） 
各地方公共団体の財政状況を把握し、地方公共団体間の財政比

較等のために用いられる統計上、観念上の会計。一般会計を基本
にして一部の特別会計を合算し、会計間の重複を控除したもの 

・ 基準財政需要額 （Ｐ１２） 
地方交付税算定のための基礎数値として、地方公共団体が合理

的かつ妥当な平均的水準で行政を行った場合に要する財政需要を
一定の合理的な方法で算出した額 

・ 基準財政収入額 （Ｐ１２） 
地方交付税算定のための基礎数値として、地方公共団体が標準

的な税の徴収を行ったという前提条件の下に歳入額を算出したも
のであり、標準税率で算定した地方税等の収入見込額（標準税収
入額）の 75％分に地方譲与税等を加え算出される。（残りの 25％
分は、「留保財源」と呼ばれ、各地方公共団体の独自施策等の実
施に充てることができる。） 

用 語 の 説 明 



１ 一般会計の収支の状況
(１） 決算概要

令和６年度決算の状況

※ 複数年度のデータを掲載する際には、原則として過去10年間としている。
※ 資料の数字については端数処理しているため、合計が一致しない場合がある。

 特別の財源対策※1を講じず、58億円の黒字を達成（令和４年度から継続）
 「新京都戦略」に基づき、過去負債※2 35億円を返済（令和６年度末残高435億円）

※1 特別の財源対策：市税や地方交付税などの通常の収入の範囲内で必要な支出を賄えず、将来世代への負担の

先送りによる例外的な手法を用いて赤字を補てんすること
※2 過去負債：計画外に取り崩した公債償還基金。今後、年35億円を目安とし、高齢化がピークを迎えるまでの

令和20年度を目途に、できる限り早期の完済を目指す

令和６年度一般会計決算 （単位：億円）

歳入総額

A

歳出総額

B

繰越財源

C

収支

A-B-C

9,801 9,718 25 58

※R4決算以降は、特別の財源対策を講じていない
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一般会計の収支の推移（億円）
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一般財源収入の推移（億円）

市税 府税交付金 交付税＋臨時財政対策債 その他

 市税収入は、定額減税による減収の影響を含めても、給与所得や土地・株式の譲渡所得の伸びや、
固定資産税の増などにより、対前年度比42億円の増となり、過去最高を更新

 一般財源収入は、市税収入の増に加え、財政調整基金繰入金の増などにより、対前年度比277億円の
増となり、過去最高を更新

（２） 歳入（一般財源収入）

対前年度比＋42

対前年度比△2

対前年度比＋199

府費教職員給与費移管

府費教職員給与費移管
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820 835 849
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410 415 413

433
466 432 446 478 512 531

2,530 2,516 2,557

2,917
3,055 2,959 3,019 3,119 3,201 3,243

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

個人市民税 法人市民税 固定資産税 その他市税
※太字の数字は市税合計

（３） 歳入（市税収入）

 個人市民税は、定額減税等の影響により３年振りに減少
 固定資産税は、地価上昇に伴う負担調整措置等により３年連続増加
 法人市民税は、一部の企業の業績の変動により３年連続減少

市税（税目別）の推移（億円）

府費教職員給与費移管

市税の徴収率、滞納繰越額の推移（億円）

 徴収率は、対前年度比0.1ポイント増の99.2％となり、過去最高を更新
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地方交付税 臨時財政対策債

地方交付税及び臨時財政対策債の推移（億円）

(４) 歳入（地方交付税及び臨時財政対策債）

 地方交付税等は、市税収入が増加する中であっても昨年度と同程度を確保

府費教職員給与費移管

(５) 歳出（性質別経費）

 投資的経費は、京都市立芸術大学移転及びＣＯＣＯ・てらすの整備の完了などに伴い、対前年度比

16億円の減となった

 義務的経費(給与費、扶助費、公債費)の占める割合は、対前年度比0.2ポイント増加し、52.7％

うち給与費は、人事委員会勧告等を踏まえた職員給与改定等により、対前年度比127億円の増

性質別内訳の推移（億円）

義務的経費
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義務的経費
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(６) 歳出（行政目的別経費）

 産業経済費は、中小企業融資制度預託金の減等により、対前年度比207億円の減

 社会福祉費は、非課税世帯等給付金の追加支援の終了等により、対前年度比18億円の減

 教育文化費は、小中一貫校整備等の学校施設整備等により、対前年度比28億円の増

 消防費その他は、市庁舎整備基金廃止に伴う清算等により、対前年度比361億円の増

行政目的別内訳の推移（億円）
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公債費
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一般財源収入、市税収入、社会福祉関連経費の決算額推移（億円）

一般財源収入 市税収入 社会福祉関連経費

（扶助費等）

社会福祉関連経費

（扶助費等）一般財源ベース

社会福祉関連経費（扶助費等）＝ 扶助費(社会福祉費以外の扶助費(保健、教育等)含む)＋国保、介護への繰出金、
後期高齢(老人保健)への繰出金、負担金等 ※国の補助金等を財源とするものを含む

社会福祉関連経費（扶助費等）一般財源ベース

府費教職員給与費移管

H29～府費教職員給与費移管の影響を
含む（市税への影響のみH30～）

府費教職員給与費移管

市税収入

一般財源収入（市税、地方交付税など）
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4,416 4,707 4,871 4,985
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臨時財政対策債を除く市債残高 臨時財政対策債

２ 市債

 国が返済に責任を持つ臨時財政対策債を除く実質市債残高は、一般会計、全会計ともに縮減

 臨時財政対策債は、地方交付税の代わりに国が機械的に配分するもので、本市において発行額をコ

ントロールできず、残高が増加していたが、発行額の減少により、令和５年度に引き続き残高が減少

（１）市債残高

ピーク時
（H20:9,832）

から1,953減少

一般会計の市債残高（億円）

ピーク時
（R3:5,101）

から279減少
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臨時財政対策債を除く市債 臨時財政対策債

全会計の市債残高（億円）

ピーク時
（H14:20,957）

から5,805減少

ピーク時
（R3:5,101）

から279減少

5



 全会計 ：借金の返済 1,071億円－新たな借金 713億円＝市債残高は 358億円減少

 一般会計：借金の返済 548億円－新たな借金 349億円＝市債残高は 199億円減少

(２) 市債（臨時財政対策債を除く）の新規発行額と償還額
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市債の発行額と償還額の推移（億円）
（※）借換債及び臨時財政対策債を除く

全会計の償還額

全会計の新規発行額

一般会計の償還額一般会計の新規発行額
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３ 公営企業決算

市バス・地下鉄事業

経常損益の推移 1日当たりのお客様数（単位：億円） （単位：千人/日）

 お客様数 … 定期（通勤）や定期外（「現金・ＩＣカード利用」や「地下鉄・バス１日券」等）利用が増加し、両事
業ともに前年度を上回った。コロナ禍前の令和元年度比では市バスは下回ったが、地下鉄は上回り過去
最高

 経常損益 … 人件費や物価高騰による支出が増加するなか、運賃収入はお客様数の回復や平均乗車単価の改善効果も
あり、両事業ともに前年度及びコロナ禍前の令和元年度を上回り、２年連続で黒字を確保

 市バスは、混雑緩和やバス待ち環境の向上など更なる利便性向上策を着実に実施し、国や一般会計による財政支援を
含んだ上で10億円の黒字を確保したが、人件費や軽油価格など物価高騰の影響もあり、前年度から２億円減少

 地下鉄は、お客様数の回復や電気料金等の落ち着きなどもあり、26億円の黒字を確保。また、延期していた地下鉄
烏丸線可動式ホーム柵全駅設置事業の再開を決定するなど更なる安全対策等を着実に実施

 喫緊の重要課題への対策として、職員の処遇や職場環境の更なる改善を図るなど「担い手の確保」と、観光特急バスの
運行や地下鉄をはじめとした鉄道を活かした移動経路の分散化等による「市バスの混雑対策」の２点を積極的に展開。
また、「突き抜ける世界都市 京都」の実現に向け、市バス等の「市民優先価格」の令和９年度の導入に向け関係機
関との協議・調整を進めたのをはじめ、「新京都戦略」に掲げた駅トイレのアップグレードプロジェクトに着手する
など、持続可能で安全かつ満足度の高い市バス・地下鉄事業に向けて着実に前進

R6R5R4R3R2R1

+10+12△8△35△48+2市バス

+26+23△7△38△54+23地下鉄

※両事業とも、令和元年度は収益認識基準（定期券の計上方法の見直し）の改定前の数値

R7R6R5R4R3R2R1

359340333309268248357市バス

3.1%2.0%7.6%15.6%8.1%△30.7%－増減率

434402385348295267400地下鉄

2.4%4.3%10.7%18.0%10.4%△33.2%－増減率

※増減率：R2～R6は前年度比較、R7は前年同月比較、R7お客様数はR7.5月末現在の数値

170,000

172,000

174,000

176,000

178,000

180,000

R1 R2 R3 R4 R5 R6

実績

ビジョン(2018-2027)

プラン(2023-2027)

(千㎥)

0158,000

160,000

162,000

164,000

166,000

R1 R2 R3 R4 R5 R6

実績

ビジョン(2018-2027)

プラン(2023-2027)

(千㎥)

0

＋0.9%
±0.0%

上下水道事業

◆ 「中期経営プラン（2023-2027）」の２年目として、将来にわたって市民の重要なライフラインであ
る水道・下水道を守り続けるため、長期的な視点に立ち、老朽化した配水管の更新をはじめとした震
災対策や、「雨に強いまちづくり」に向けた雨水幹線の整備等、プランに掲げた年次計画を着実に
推進

・ 水道整備事業費 ： 197.7億円（管路・施設の改築更新等）
・ 公共下水道整備事業費： 170.2億円（管路・施設の改築更新、浸水対策等）

◆ 家庭用の使用水量は減少した一方、事業用の使用水量は増加したため、水量全体では水道は前年度
と同程度、下水道は微増（水道料金・下水道使用料収入は前年度から微増）

◆ 効率的な事業運営に努めたものの、各種物価の高騰等による支出の増加の影響を受け、前年度比で
は積立金の額が減少

使用水量（水道） 使用水量（下水道）
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４ 財政健全化法に基づく健全化判断比率

 実質赤字比率は、令和３年度以降生じていない

 連結実質赤字比率は、平成23年度以降生じていない

 実質公債費比率は、交付税措置のある市債の割合が減少したこと等により、対前年度比0.2ポイント

増の12.0％

 将来負担比率は、過去負債の返済や市債の残高が着実に減少していること等により対前年度比8.5ポ

イント減の132.0％

全会計の連結実質収支の推移（億円）

※１ 決算額が０円の場合は－で、億円未満の場合は０で表示
※２ 財政健全化法上では、支払繰延は実質収支に含まれないため、

一般会計及び特別会計の実質収支とは、数値が異なる場合がある

＋355

＋420＋424

＋281＋286

＋84

＋164

＋291
＋321

＋390

0

100

200

300

400

500

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

(単位：億円）

R5 R6
85 58
58 76

母子父子寡婦福祉資金貸付事業 - -
国民健康保険事業 7 20
介護保険事業 26 29
後期高齢者医療 8 10
中央卸売市場第一市場 6 6
中央卸売市場第二市場・と畜場 - 0
農業集落排水事業 0 -
土地区画整理事業 10 11
土地取得 - -
市公債 - -
市立病院機構病院事業債 - -

178 257
水道事業 69 75
公共下水道事業 96 152
自動車運送事業 13 30

高速鉄道事業 - -

321 390

一般会計

合計

会計名

特別会計

公営企業会計

○実質公債費比率の推移

○将来負担比率の推移

 早期健全化基準

25％

 財政再生基準

35％

 早期健全化基準

400％

15.2 15.2

12.8

11.4

10.4

11.4
11.8 11.9 11.8 12.0

10.0

11.0

12.0

13.0

14.0

15.0

16.0

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

％

229.6 226.2

197.4
191.2 191.1 193.4

170.4

148.6
140.5

132.0

120.0

140.0

160.0

180.0

200.0

220.0

240.0

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

％
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市税

226,000円

（3,243億円）

33%

地方交付税

51,000円

（738億円）

7%

臨時財政対策債

5,000円

（74億円）

1%

国庫支出金

131,000円

（1,881億円）

19%

府支出金

33,000円

（473億円）

5%

市債（※２）

25,000円

（351億円）

4%

その他財源

211,000円

（3,042億円）

31%
総額

682,000円

（9,802億円）

（注）全国統一的な会計である普通会計分析による比較

他都市比較で見る京都市財政の特徴

１ 歳入

◆ 京都市の市民一人当たり歳入内訳（※１）

歳入構成の特徴 市税は、歳入総額の約３割

他都市に比べて地方交付税及び臨時財政対策債に大きく依存

推計人口（10月1日時点）
⑥ 1,437,377 人 （ ⑤ 1,443,486 人 ）

（ ）内数値は、本市歳入額を示しています。

※１ 一人当たりの歳入内訳は、千円単位に四捨
五入しています。

※２ 市債は、臨時財政対策債を除いたものです。

(１) 市税

81,857

89,599

71,917

82,064

103,576

95,507

112,044

117,635

84,098

68,607

83,977

81,604

99,235

82,417

74,341

83,931

74,347

83,483

68,754

83,511

70,219

21,346

20,977

14,103

21,298

15,234

16,351

15,721

14,129

8,543

13,600

14,140

14,298

30,951

48,444

13,141

18,890

15,320

19,945

13,795

25,815

12,312

85,422

83,850

66,285

78,426

70,496

75,285

79,760

88,088

69,990

65,372

80,870

72,857

103,699

119,428

76,619

83,308

70,357

77,372

81,096

87,359

64,228

36,968

32,615

28,899

30,934
26,422

28,109

29,466

32,079

27,141

27,296

32,121

27,199

38,853

47,167

29,900

31,238

28,327

31,001

34,765

34,940

26,487

225,593

227,041

181,204

212,722

215,728

215,252

236,991

251,931

189,772

174,875

211,108

195,958

272,738

297,456

194,001

217,367

188,351

211,801

198,410

231,625

173,246

0
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市民一人当たりの市税収入
個人市民税 法人市民税 固定資産税 その他市税 ※斜体の数字は市税収入合計
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82,417

81,857

89,599

48,444

21,346

20,977

119,428

85,422

83,850

47,167

36,968

32,615

0 50,000 100,000 150,000 200,000 250,000 300,000

大
阪

京
都

他
都
市

平
均

円

市民一人当たりの市税収入
個人市民税 法人市民税 固定資産税 その他市税 ※斜体の数字は市税収入合計

京都市の市民一人当たりの市税収入は、固定資産税や宿泊税の増加などにより、他の政令指定都市の
平均との差が縮小しているものの、それでもなお、他の政令指定都市の平均よりも約1,500円下回ってい
ます（人口換算すると△約21億円）。
他の政令指定都市と比べて著しく多い大阪市と比較した場合、市民一人当たりの市税収入は約72,000

円下回っています（人口で換算すると△約1,033億円）。

市税合計
227,041円

市税合計
225,593円

市税合計
297,456円

差額 1,448円

差額 71,863円

◆ 都市の魅力は税収面での弱みでもある（個人市民税）

大学のまち京都は本市の活力の源であり都市の魅力の一つと言えますが、その反面、人口に占める大学
生層の割合が他の政令指定都市よりも高いため、結果的に一般的な就業者層である23歳から64歳までの割
合が低く、所得割納税義務者の割合が政令指定都市中最も低くなっています。
仮に本市が他都市平均並みの納税義務者割合であれば、個人市民税の収入額は約135億円増えます。

42.0 
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％
人口に占める所得割納税義務者の割合
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◆ 都市の魅力は税収面での弱みでもある（固定資産税）

京町家や木造家屋、景観が維持されていることは、日本はもとより世界の人々を魅了する本市の都市
の魅力と言えます。その反面、建築物の高さ規制等の影響により、市民一人当たりの家屋の床面積が他
都市平均を下回っています。
木造家屋と非木造家屋では非木造家屋のほうが評価額が高くなるため、京都市に歴史的資産が多く、

古い木造建築物が多いことは、税収面の弱みになっています。

24.8 
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㎡

市民一人当たりの家屋の床面積
木造 非木造

（２）地方交付税及び臨時財政対策債

京都市は、市税収入が少ない分、地方交付税及び臨時財政対策債に多くを依存しており、市民
一人当たりの地方交付税等による収入は、他都市平均の約1.3倍となっています。
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市民一人当たりの地方交付税及び臨時財政対策債の収入額
円
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市民一人当たりの標準財政規模

京都市の市民一人当たり標準財政規模は、指定都市の中で10番目となっています。

標準財政規模＝基準財政需要額＋留保財源（地方交付税算定上の一般財源）

京都市標準財政規模 : 4,268億円

円
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財政力指数

財政力指数＝
基準財政収入額

基準財政需要額

財政力指数は指定都市中12番目であり、国の地方交付税等
に多くを依存している状況にあります。
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２ 歳出

（ ）内数値は、本市目的別歳出額を示しています。

※１ 社会福祉 ＝ 児童福祉、高齢者福祉、障害者
福祉、生活保護など

※２ その他 ＝ 保健・清掃等、産業振興、消防、
総務管理など

※３ 市民一人当たり目的別歳出の内訳は、千円単
位に四捨五入しています。

◆ 京都市の市民一人当たり目的別歳出（※３）

歳出構成の特徴（目的別分析）
社会福祉に最も多くの経費が

使われています

社会福祉（※１）

255,000円

(3,663億円)

38%

道路整備等

42,000円

（607億円）6%

市債（借金）の返済

63,000円 （909億円）9%

教育

94,000円

（1,342億円）

14%

その他（※２）

222,000円

（3,196億円）

33%
総額

676,000円
（9,717億円）

京都市の市民一人当たりの社会福祉に係る歳出は、指定都市の中で６番目に高くなっています。
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円
市民一人当たりの社会福祉に係る歳出
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人件費

116,000円

（1,673億円）

17%

扶助費

181,000円

（2,595億円）

27%

公債費

63,000円

（905億円）

9%

投資的経費

48,000円

（687億円）7%

物件費等

268,000円

（3,857億円）

40%

総額
676,000円

（9,717億円）

歳出構成の特徴（性質別分析）
人件費や扶助費、公債費といった義務的経費（※１）に多くの経費が使われています

◆ 京都市の市民一人当たり性質別歳出（※２）

（ ）内数値は、本市性質別歳出額を示しています。

※１ 義務的経費 ＝ 人件費 ＋ 扶助費 ＋ 公債費

※２ 市民一人当たり性質別歳出の内訳は、千円単
位に四捨五入しています。総額

676,000円
（9,717億円）

京都市の市民一人当たりの義務的経費は、指定都市の中で６番目に高くなっています。
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市民一人当たりの義務的経費とその他経費

義務的経費 その他経費
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(１) 人件費

京都市の市民一人当たり人件費は、指定都市の中で９番目となっています。
※ 他都市平均よりも5,310円多い（人口換算すると＋約76億円）。
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％円

市民一人当たりの人件費
市民一人当たりの人件費 歳出に占める割合
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市民一人当たりの人件費決算額の推移

府費教職員給与費移管
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人

市民千人当たりの職員数（令和７年４月１日現在）

一般職員 技能労務職員 教育公務員 消防職員

京都市の市民千人当たり職員数は、指定都市の中で10番目となっています。

※道府県から権限移譲された県費負担教職員数を含む

(２) 扶助費

京都市は、これまでから福祉に力を入れてきたことなどから、市民一人当たり扶助費は、
指定都市の中で８番目に高くなっています。
※ 他都市平均よりも342円多い（人口換算すると＋約５億円）。
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市民一人当たりの扶助費
市民一人当たりの扶助費 歳出に占める割合
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京都市の高齢化率は、指定都市の中で６番目に高くなっています。
また、生活保護率は５番目に高くなっています。
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％％
高齢化率と生活保護率

高齢化率（令和２年度国勢調査） 生活保護率（令和５年度平均）

(３) 公債費

京都市の市民一人当たり公債費は、指定都市の中で５番目に高くなっています。
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市民一人当たりの公債費

市民一人当たりの公債費 歳出に占める割合
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京都市の市民一人当たり市債残高（臨時財政対策債除く）は、指定都市の中で３番目に高く、市債
残高合計（臨時財政対策債含む）も、指定都市の中で３番目に高くなっています。
なお、新たに指定都市となった都市は、市債残高が少ないため、新しい指定都市が増えるほど平均

が下がる傾向にあります。
※ 指定都市には、他の市町村にはない国道、道府県道の整備、維持等に係る仕事があります。
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市民一人当たり市債残高

市債残高（臨時財政対策債除く） 臨時財政対策債残高 ※ 斜体は一人当たり市債残高合計
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円
市民一人当たりの特例的な市債の残高

京都市の市民一人当たりの特例的な市債の残高は、指定都市の中で最も高くなっています。

他都市と比べて突出しており、
これらの償還費が財政を圧迫している。

※ 特例的な市債
・ 地下鉄経営健全化出資債
・ 行政改革推進債
・ 退職手当債
・ 財政健全化債
・ 調整債
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京都市の市民一人当たりの投資的経費は、指定都市の中で19番目と低くなっています。
※ 他都市平均よりも21,700円少ない（人口換算すると△約312億円）。

(４) 投資的経費
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円
市民一人当たりの投資的経費
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％
実質公債費比率

※ 令和7年8月29日時点の数値

実質公債費比率は、地下鉄や下水道などの公営企業の元利償還に対する繰出金も公債費に準じた
ものとして算定するため、指定都市は一般市に比べると総じて高い数値となっています。
京都市は、交付税措置のない市債（地下鉄経営健全化出資債、行政改革推進債、退職手当債な

ど）の償還額が多くなっていることから、指定都市の中で２番目に高くなっています。

３ 健全化判断比率

早期健全化基準 25％
財政再生基準 35％

132.0

62.7

22.2

44.6

20.7

120.1
114.9

111.4

0.0

121.7

30.9

0.0

84.2

0.0 0.0

64.5

0.0

161.3
143.0

58.8

93.1

0

40

80

120

160

200

240

280

320

360

400

京
都

他
都
市

平
均

札
幌

仙
台

さ
い
た
ま

千
葉

横
浜

川
崎

相
模
原

新
潟

静
岡

浜
松

名
古
屋

大
阪

堺 神
戸

岡
山

広
島

北
九
州

福
岡

熊
本

％ 将来負担比率

※ 令和7年8月29日時点の数値

将来負担比率は、一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率を示すもので、
この比率が高い場合、今後の財政運営が圧迫されるなどの問題が生じる可能性が高くなります。
京都市は、交付税措置のない市債残高（地下鉄経営健全化出資債、行政改革推進債、退職手当債など）

が多くなっていることから、指定都市の中で３番目に高くなっています。

早期健全化基準 400％
財政再生基準 －
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円億円

市民一人当たりの財政調整基金

財政調整基金残高 市民一人当たりの財政調整基金残高

４ 財政調整基金残高

京都市の財政調整基金残高は185億円となっており、指定都市の中で10番目となっています。
また、市民一人当たり財政調整基金残高は、指定都市の中で12番目となっています。

100,0002,500
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